




 

 

市第 46 号議案 平成 21 年度 横浜市一般会計補正予算（第５号）（関係部分） 

 

緊急雇用創出事業  

地地域域基基礎礎情情報報整整備備事事業業ににつついいてて  
  

  

１ 緊急雇用創出事業の概要（全 41 事業 補正額 277 百万円） 

  国の経済危機対策の一環として、20 年度設置済みの県基金「緊急雇用創出

事業臨時特例基金」に対して、国交付金が追加交付されたため、これを財源に、

追加で短期雇用・就業機会（つなぎ雇用）を創出する事業です。 

   
 《参考》緊急雇用創出事業の要件 

     雇用期間：原則６か月未満 

事業要件：総事業費に占める人件費割合が、概ね７割以上 

業務に従事する新規雇用の失業者数の割合が、３／４以上 

 

２ 地域基礎情報整備事業の概要 

  地域により異なる課題、多様化する市民ニーズに応えていくためには、各地

域の実情に応じたきめ細かい対応が不可欠です。このため、連合町内会、地域

ケアプラザ区域、小・中学校の学校区等小地域ごとに、国勢調査等の人口をは

じめとする基礎的データを入力・集計することにより、地域単位での政策立案

に活用します。 

 

 《対象調査》国勢調査、事業所・企業統計調査、商業統計調査、工業統計調査 

 

３ 想定される活用例 

(1) 保育所等の配置の検討 

(2) 地域福祉保健計画の策定 

(3) 地域単位でのまちづくりの検討 等 

 

４ 事業費・雇用創出効果 

 (1) 事業費 

   26,914 千円（全額、県基金を活用） 

 (2) 従事者数 

   ９名程度（うち、新規雇用に係る人数 ７名以上） 

 (3) 新規従事者の雇用期間 

   ５ヶ月間 
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           市第46号議案 

平成21年度横浜市一般会計補正予算（第５号）関係部分 

           ＡＰＥＣ開催推進事業について 

 

 

 ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）首脳会議等が、平成22年11月に本市で開催されるため、 

準備に要する経費：３,０００万円 

 

 

１ 2010年ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）首脳会議等の概要 

（１）主管省庁 

  外務省・財務省・経済産業省 

（本市は開催を支援） 

（２）横浜開催スケジュール 

11月 ７日（日）・ ８日（月） 最終高級実務者会合 

 11月10日（水）・11日（木） 閣僚会議 

 11月13日（土）・14日（日） 首脳会議 

（３）参加メンバー（21の国・地域） 

オーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、中国、中国香港、インドネシア、日本、 

韓国、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、パプアニューギニア、ペルー、 

フィリピン、ロシア、シンガポール、チャイニーズ･タイペイ、タイ、米国、ベトナム 

（４）会議参加者数（想定） 

   約8,000人（メディア関係含む） 

 

２ 横浜開催決定以降の取組など 

平成21年３月25日   横浜開催決定 

〃  ７月17日   「2010年ＡＰＥＣ横浜開催推進協議会」設立 

〃  ８月～     ポスター、リーフレット、ホームページの制作など 

 

３ 補正予算内訳 

（１） 今年度開催都市（シンガポール）視察、ＰＲ   ９００万円 

（２） 準備経費（事務室賃借料等）         ２,１００万円 

 

 


